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数年前から教員による一方向的な講義形式の教育法とは異なり、学修者が能動的に学ぶことを目

的とした教授・学習法として能動的学修（アクティブ・ラーニング）が注目されている。本稿では、

異文化コミュニケーション能力を醸成することを目的とした異文化トレーニングの手法を用いて

筆者が実践した授業活動を報告するとともに、その活動が受講生に与えた教育的効果について検討

する。 
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カルチュラル・アシミレーター 

 

 

Ⅰ．アクティブ・ラーニングとは 

昨今、大学教育の現場における「教授者中心の教育」から「学習者中心の教育」への転換の重

要性が叫ばれている。中央教育審議会による「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向

けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ」と題する 2012 年度の答申の用語集で

はアクティブ・ラーニング 1）（以下、AL）を以下のように定義し、説明がなされている 2）。 

 

教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り

入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修することによって、認知的、倫理的、社

会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る。発見学習、問題解決学習、

体験学習、調査学習等が含まれるが、教室内でのグループ・ディスカッション、ディベート、

グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニングの方法である。 

 

さらに、中教審の答申は能動的学習（アクティブ・ラーニング）の必要性について次のように

述べている 3）。 
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生涯にわたって学び続ける力、主体的に考える力を持った人材は、学生からみて受動的な

教育の場では育成することができない。従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業か

ら、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら

知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく能動的学修（ア

クティブ・ラーニング）への転換が必要である。すなわち個々の学生の認知的、倫理的、社

会的能力を引き出し、それを鍛えるディスカッションやディベートといった双方向の講義、

演習、実験、実習や実技等を中心とした授業への転換によって、学生の主体的な学修を促す

質の高い学士課程教育を進めることが求められる。学生は主体的な学修の体験を重ねてこそ、

生涯学び続ける力を修得できるのである。 

 

上記は、従来の知識詰め込み型の教育から、教員と学生が相互に知性を高めていく学生主体型

の学士課程教育に転換していくことの重要性を示している。 

一方、溝上 4）は活動と認知プロセス・思考とは表裏一体の関係にあり AL の重要な構成要素で

あるとの立場から、AL を｢一方向的な知識伝達型講義を聴くという（受動的）学習を乗り越える

意味での、あらゆる能動的な学習のこと｡能動的な学習には、書く・話す・発表する等の活動への

関与と、そこで生じる認知プロセスの外化を伴う｣と定義し、協調学習や学びあいなどを全て AL

の一形態であるとしている。さらに、AL によって技能・態度（能力）が育成されるのは、学習

プロセスの中で、この活動と認知プロセスが十分に協奏したときの結果であること、また、AL

の目標の一つには、技能・態度（能力）の習得の他に、「人間の次元」や「関心を向ける」「学び

方を学ぶ」といった「学生の学びと成長」をもめざすものであると指摘している 5）。また、山地 6）

は、AL は課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習であり、「思考を活性化

する」学習形態を主眼とすると述べている。要するに、AL の意義は「教えるから学ぶ」と

いう教授法におけるパラダイムの転換にあると言える。 

表 1 は中村 7）に掲載された溝上による授業形態における位置づけの違いを示している。伝統的

授業では「講義型」や「講義中心型」といった一方的な知識伝達型の教授法が主流であったのに

対し、アクティブ・ラーニング型授業では、講義だけでなく、「書く・話す・発表する」といった

AL を授業に取り入れたタイプのものや、徹底的に学習パラダイムに基づいた学生主導型のものが

ある。 

AL 型授業における学習パラダイムは認知プロセスの外化をともなう能動的な学習であり、「学

習は学生中心」「学習は生み出すこと」「知識は構成され、創造され、獲得されるもの」という特

徴を持つ。ここで、「認知プロセスの外化」とは、知覚・記憶・言語・思考などの心理的表象を「書

く・話す・発表する」などの活動によって表出させることを示している 3）。そこで本稿では、前

述の溝上の認知プロセスの外化の定義に従い、AL を「課題の発見と解決を目的としながら、
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知覚・記憶・言語・思考などの心理的表象を書く・話す・発表するなどの活動により主体的・

協働的に学ぶ能動的学習」と定義する。  

 

表 1．授業形態における位置づけの違い 

授業の形態・類型 授業の位置づけ 

伝統的授業 講義型 教師から学生への一方向的な知識伝達型講義。教師主導。 

 講義中心型 話す・発表するといった活動はないが、コメントシートなど

を用いた教師―学生の双方向性を組み込んだ講義中心の授

業。教師主導。 

アクティブ・ 

ラーニング型 

授業 

講義＋AL 型 どちらかと言えば教師主導であるが、講義だけでなく、学生

の書く・話す・発表する等の活動も組み込んだ授業。 

AL 中心型 徹底的に学習パラダイムに基づいた学生主導の授業。 

出典：「アクティブラーニング型高校世界史授業の効果と受験対応に関する一考察-テキストマイニングを用い

て-」（中村, 2019, p. 42）をもとに作成。 

 

Ⅱ．ジェネリックスキルとアクティブ・ラーニング  

１．ジェネリックスキルとは 

現代社会は、成熟社会、少子高齢化社会、知識基盤社会、グローバル社会などと表現される。

前述の中教審の答申では我が国がめざすべき社会像と求められる能力について、「アジア最大の成

熟社会である我が国が更に発展するためには、学術研究や技術、文化や思想といった固有の知的

な資源を重視するとともに、それらの維持、発展を担う人材を育成することが求められる」と謳っ

ている 3）。ここで重要なことは、国の発展は、一部の経営者、起業家、研究者等によってのみ成

し遂げられるものではなく、国民一人一人が主体的な思考力や構想力を育むべき点である。従っ

て、教養、知識、経験を積むとともに、予測困難な現代社会を生き抜くための協調性と創造性を

あわせ持つ人材の育成が急務であり、大学における学士教育がその役割を担っているといっても

過言ではない。 

山地 8）は、今日の大学教育では一部の研究大学を除き、知識基盤社会をたくましく生き抜くた

めのジェネリックスキル（汎用的技能）の習得に焦点が移り、広義のキャリア教育が求められる

ようになったと述べている。答申 9）でも、急速に変化する時代背景の中で地域社会や産業界など、

社会の各方面・各分野において、今後の変化に対応するための基礎力と将来に活路を見いだす原

動力をもった優れた人材の育成が求められることが指摘されている。 

ここで、上記のような要請に対し、ある一定の回答を与えうるのが、「ジェネリック・スキル

（generic skills：汎用的技能）」である。益々変化していく社会の中で活躍するために、いかなる
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時も汎用的に役立つ能力・態度・思考を世界が求める中、日本国内でも各省庁によりさまざまな

形でその必要性が提唱され、定義づけがなされている。表 2 は内閣府、経済産業省、中央教育審

議会および文部科学省が掲げるジェネリックスキルとその内容である 10）。いずれの考え方も自

立した個人としての主体的態度と創造性およびそれを実行するための行動力に重点が置かれてい

ることがわかる。 

 

表 2．各省庁におけるジェネリックスキルの概念 

内閣府 経済産業省 中央教育審議会 文部科学省 

人間力 社会人基礎力 学士力 就業力 
キャリア教育に 
おける基礎的・ 
汎用的能力 

社会を構成し運

営するとともに、

自立したひとり
の人間として力

強く生きていく

ための総合的な
力。2003 年に内

閣府から発表さ

れた「人間力戦略
研究会報告書」で

提示された。知的

能力や社会・対人
関係力などの要

素を総合的にバ

ランスよく高め
ることが人間力

UP につながると

定義される。 

2006 年に経済産

業省の「社会人基

礎力に関する研
究会」で提唱され

たもので、組織や

地域社会の中で
多様な人々とと

もに仕事を行っ

ていく上で必要
な基礎的な能力。

「前に踏み出す

力」「考え抜く力」
「チームで働く

力」という 3 つの

分類をもとに 12
の力から構成さ

れている。 
 

「知識・理解」 
「汎用的技能」

「態度・志向性」
「統合的な学習

経験と創造的思

考力」の 4 つの観
点から提示。グ

ローバル化する

知識基盤社会、学
習社会において

「学士」に求めら

れる力を指す。
2008 年に文部科

学省中央教育審

議会答申「学士課
程教育の構築に

向けて」で提唱さ

れた。 

2011 年に文部科

学省の「大学生の

就業力育成支援
事業」の中で提示

されたもの。学生

が卒業後、自らの
素質を向上させ、

社会的・職業的自

立を図るために
必要な能力を指

す。大学で社会

的・職業的自立に
つながる就業力

をしっかりと身

につけさせるこ
との重要性を説

いている。 
 

文 部 科 学 省 が

「キャリア発達

にかかわる諸能
力」として挙げた

4 領域 8 能力を、

2011 年の「キャ
リア教育の手引

き」で整理したも

の。「人間関係形
成・社会形成能

力」「自己理解・

自己管理能力」
「課題対応能力」

「キャリアプラ

ンニング能力」の
4 つの力で構成

されている。 
 

出典：「PROG（Progress Report on Generic Skills）（Kawaijuku & Riasec Inc.,2019）をもとに作成 

 

２．ジェネリックスキル育成のためのアクティブ・ラーニング 

図 1 は経済産業省が求める社会人基礎力の具体的な内容を示している 11）。ここでは、従来の 3

つの能力と 12 の能力要素に加え、さらなる特徴として、人生 100 年時代においてその能力を発揮

していくために、自己を振り返りながら、目的、学び、そして、統合のバランスを考慮しながら、

自らキャリア形成していくことの必要性が指摘されている。 

経団連の調査が実施した「産業界が学生に期待する資質、能力、知識」に関する調査結果は、

日本企業は大学生に対して文系・理系を問わず、「主体性」と「実行力」をはじめ、「課題設定・

解決能力」や「チームワーク・協調性」といった基礎的能力を求めていることを示している 12）。

また、同年に実施された「新卒者採用に関するアンケート調査結果」では、企業が新卒者を採用

する際に重視した要素の中で、「主体性」、「チャレンジ精神」、「協調性」を抜いて、「コミュニケー

ション能力」が 16 年連続で 1 位となっている 13）。ジェネリックスキルが注目を集めるのは、こ
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うしたニーズに応えるためでもあるが、上記に示したような力を講義形式の座学による学習だけ

で身につけることは困難であり、活動的・実践的な学習形態が求められる。答申 14）では、従来

の教育とは質の異なるこのような学修のために必要なこととして、次の内容を挙げている。①授

業のための事前の準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッション、他の専門家

等とのコミュニケーション等）、②授業の受講（教員の直接指導、その中での教員と学生、学生

同士の対話や意思疎通）、③事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）を促す

教育上の工夫、④インターンシップやサービス・ラーニング、留学体験といった教室外学修プロ

グラム等の提供。 

 

図 1．人生 100 年時代に必要な社会人基礎力 

出典：「人生 100 年時代に必要な社会人基礎力とは」（経済産業省資料, 2019） 

 

図 2 は AL と称される多様な学習形態を示している 15）。ここでは、学習形態を活動の範囲と構

造の自由度を軸とした四つの象限に分類している。第 II 象限は活動の範囲が狭く、構造の自由度

が高い応用志向的学習活動を示している。第 I 象限は活動の範囲が広く、構造の自由度が高い、

これまでに得た知識を活用し、新しいものの創造をめざす活動で、いわゆる、PBL（Project-Based 

Learning）を示している。これら二つの活動は比較的高度な AL とされる。他方、第 III 象限は活

動の範囲が狭く、構造の自由度が低いグループ学習に代表されるような知識の定着と確認をめざ

す活動である。最後に、第 IV 象限は活動の範囲が広く、構造の自由度が低い、プレゼンテーショ

ンやレポート・ライティングなどに代表される表現志向的学習活動を示している。ここで、山地 15）

は応用志向や知識の活用・創造をめざす学習は、専門教育で問題基盤型学習やプロジェクト学習



86 
 
 

中川 典子 

の蓄積がない限り、教養教育での実施は困難であると述べている。１，２年次の教養教育では、

学生の主体性を促進しながら実社会との関連の深い課題を探求していく中で、専門教育や生涯学

習で生きる学習技能・表現技能を充実させていくことが重要性である。本稿で調査対象となった

授業形態は、各象限で軽重はあるものの、上記のすべての象限に関連している。 

 

 

図 2．アクティブ・ラーニングの多様な形態 

出典：「アクティブ・ラーニングとは何か」（山地, 2014, p.3） 

 

図 3 はアクティブ・ラーニング型授業における学生の学習活動を、①個人―集団の活動と②教

室内―教室外活動の軸で分類したものである 16）。溝上は、学習の形態である「受動的学習」と「能

動的学習」の区分は、AL の基本に関わるものであるが、教員から学生への一方的な知識伝達型

講義における学習を「受動的学習」であると操作的に定義するのがアクティブ・ラーニング論の

大前提であるとし、受動的学習をタイプ 0、その他のアクティブ・ラーニング型授業を 1～3 とし

ている 17）。ここではタイプ 3 がもっとも戦略性の高い学生主導型 AL 型授業であり、図 3 で表さ

れたすべての象限の活動を網羅するものである。本稿で紹介する授業の全体像は教員主導と学生

主導のハイブリッドからなるものだが、実践した学生主導の AL 型授業については第 I 象限、第

II 象限および第 IV 象限の活動を構造化して考案されたものである。 
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          ・読む ・知識を習得（講義） 

          （教科書/文献/資料/史料） ・書く 

          ・課題/レポート （コメントシート/ワークシート） 

          ・情報収集/調べ学習 ・問題を解く（演習） 

           ・リフレクション 

 

 

          ・グループワーク学習 ・話す・聞く（ディスカッション/ 

          ・フィールドワーク/体験/ プレゼンテーション/ディベート） 

          ・観察/訪問 ・実験 

           ・グループ学習 

           ・ピアアセスメント 

                      

 

 

図 3．アクティブ・ラーニング型授業における学生の学習活動 

出典：「アクティブラーニングと教授学習パラダイムの転換」（溝上, 2014, p.73）をもとに作成 

 

Ⅲ．アクティブ・ラーニングとしての異文化トレーニング 

１．異文化トレーニングとは 

異文化トレーニング（Intercultural Training, 以下、ICT）は、「文化的背景の異なる人々とより効

果的で良好な相互作用、コミュニケーションを行うことを助けるためのプログラム」18）、あるい

は「異文化への気づき、異文化に応じた適切な行動とスキル、そして異文化に対する肯定的な視

点を育成するために考案された一連の活動」19）と定義される。ICT の発祥は 1950 年代のアメリ

カに遡る。第二次世界大戦後、アメリカは開発途上国の復興支援のため、政府高官だけでなく平

和部隊（Peace Corps）の隊員として多くの若者を派遣した。このような人々に対する出発前の教

育と訓練が必要になり、地域専門家として大学教員がその指導にあたった。そこでは訓練の参加

者が必要とする特定の国や地域の政治、教育制度、習慣などに関する情報を与えることを目的と

した、いわゆる、「大学モデル（University Model）」と呼ばれる方法が使われた 20）。しかし、大学

モデルに代表されるような講義者からの一方的な知識の伝達や語学の訓練だけでは、目的国にお

ける現地の人々とのコミュニケーションに関する能力を養成することはできないことがわかり、

体験学習に基づく現在の ICT の道が開かれるきっかけとなった。我が国の教育法全般に関しては、

21 世紀になりようやく学生主導の学習形態へと動き始めたが、アメリカはいち早くその重要性に

気づいていた。70 年代以降、教育、研究、産業、ビジネスの分野における国際場面での人的交流

が活発になるにつれて、我が国でも ICT は 80 年代以降になって海外留学生や企業の駐在員の送

り出しのための研修として注目されるようになった。現在、ICT は教育分野やビジネス分野にお

ける異文化間コミュニケーション教育の重要な役割を担っている。そして、異文化コミュニケー

個人の活動 

集団での活動 

教室内活動 教室外活動 
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ション能力を醸成することを目的とする ICT は、その主体がトレーニングの実施者にあるのでは

なく、あくまで参加者の主体的な学習活動にあることから、アクティブ・ラーニングの一つと見

なすことができる。 

ICT や異文化間コミュニケーション教育における体験学習とは、直接的活動体験を通して学ぶ

ことをめざす学習形態であり、「学び方を学ぶ学習」（learning how to learn）である 21）。ここでの

ポイントは、体験することのみが重要なわけではなく、実際の生活に応用するためには理論学習

も同様に不可欠だということである。また、その体験を理論化、および、概念化する助けとして、

訓練されたファシリテーターの役割が極めて重要となる。教育現場のアクティブ・ラーニングで

は教師がファシリテーターの役割を担うことになるが、上記の視点は我が国における教育のパラ

ダイム転換においても心に留めるべき点であろう。 

 

２．異文化トレーニングの目的と種類 

ICT の主な目的は、文化背景の異なる人々と良好な対人関係を構築できる「対人コ

ミュニケーション能力」、異文化で問題なく「職務を達成できる能力」、そして、異文

化での生活で経験するであろう「心理的ストレスに対処できる能力」を育成すること

である 22）。ICT および異文化間コミュニケーション教育では、その目的に応じて、参加者の認

知的側面（Cognitive Level）、情動的側面（Affective Level）および行動的側面（Behavioral Level）

のいずれか、あるいは、このうちの幾つかに同時に働きかける。前述の大学モデルの問題点は、

講義や文献講読といった認知的側面を重視した、いわゆる「情報・知識伝達型トレーニング法」23）

のみを用いていたことにある。 

図 4 は ICT の基本型とそこで主に用いられる手法を示している 24）。紙幅の関係で各々の詳細

な説明は割愛するが、本稿の調査で用いた認知面を重視した「帰属トレーニング（Attribution 

Training）」の中のカルチュラル・アシミレーターについて以下に解説する。 

まず、帰属トレーニングとは、トレーニングの参加者に異文化に内在する考え方や態度、役割

期待などを提示することで、文化によって規定された視点に気づかせ、その背景をもつ相手の行

動について相手と「同型の起因（isomorphic attribution）」を行い、相手の立場から理由づけができ

るようにするものである。そして、この概念を具体化した方法が本稿における調査で用いたカル

チュラル・アシミレーター（異文化同化訓練法: Cultural Assimilator, 以下、CA）である。CA は、

異文化の状況における相互作用によって起こったエピソードと設問、相手の行動の原因解釈が書

かれた通常４つの選択肢、および、各選択肢を選んだ際の解説で構成されている。選択肢の中に

もっとも適切であると考えられる相手文化の視点からの理由づけがあり、それ以外を選んだ際は

解説を読んで、再度、選択をするよう促される。個人学習も可能であるが、通常はトレーニング

や授業で行う場合が多く、前もって個人で適切であると思われる解答を考えた後、グループ・ディ
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スカッションを行う。そして、その後のファシリテーターによるディブリーフィングと呼ばれる

セッションが重要な意味をもっている。 

図 4．異文化トレーニングの方法論 

出典：「異文化トレーニング」西田司編『国際人間関係論』（水田,1989, pp.238-247）をもとに作成 

 

Ⅳ．調査方法  

１．本稿におけるリサーチ・クエスチョン  

本調査では、以下の調査質問を設定した。 

（調査質問 1）大学のコースの授業外課題において、受講生はどのような CA を作成したか。

また、その中で学生たちが着目した異文化間コミュニケーション（Intercultural Communication, 以

下、ICC）の基本概念とはどのようなものであったか。 

（調査質問 2）授業内で実施した CA を題材にしたグループ・ディスカッションおよび上記の

授業外課題はアクティブ・ラーニングと異文化コミュニケーション能力育成の観点から受講生に

どのような教育的効果をもたらしたか。 

 

２．調査対象者  

調査質問 1 の対象者となったのは、関西圏にある A 大学外国語学部で 2016 年度から 2018 年度

の後期に筆者が担当した「文化史 F-コミュニケーション心理学（副題）-」を受講した 20 の専攻

語学科に所属する 88 名の大学生である。調査質問 2 については、2018 年度後期開講クラスを受

講した学生 26 名を調査対象とした 25）。以下に調査質問 1 の対象となった 88 名の所属語科と人数

を示す。英語（13）、ドイツ（8）、中国（7）、日本（7）、トルコ（7）、ポルトガル（7）、デンマー

ク（6）、ハンガリー（6）、スペイン（5）、フランス（4）、モンゴル（4）、ロシア（3）、インドネ
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シア（2）、ヒンディー（2）、タイ（1）、スワヒリ（1）、ウルドゥー（1）、ペルシア（1）、ベトナ

ム（1）、アラビア（1）。 

学年は 2 回生 81 名、3 回生 5 名、4 回生 2 名であった。 

 

３．調査対象となったコースの概要 

ここでは、調査対象となったコースの全体像を簡略に説明する。まず、この授業は共通教養選

択科目として提供された。筆者は異文化という概念を広義に捉えており、多様性が存在す

るあらゆる状況において異文化は存在するとの立場をとっている。そこで、このコース

の目的を、「国内および国際社会に存在する多様な共文化の中で円滑な人間関係を構築するための

異文化コミュニケーション能力を育成すること」とした。具体的には文化、心理学、コミュニケー

ションといった関連深い三つの分野における理論の学習をはじめ、様々な演習活動を通して、円

滑な社会活動を実践するための知識とスキルを培うことを目的とした。第 1 回目のガイダンスで、

まず、文化、心理学、コミュニケーションの関係について講義を行い、続いて、ICT（誕生の経

緯、目的、内容を含む）について講義を行った。授業で翌週の CA の課題を配布し、当日の授業

の前半で各自が持参した解答と考察をもとにグループ・ディスカッションを行った。この活動は

二週間に一度のペースで実施され、一回のディスカッション（講師によるディブリーフィングを

含む）に要した時間は約 40 分であった。主に使用した教材は、Intercultural Interactions: A Practical 

Guide （Brislin, R.W., Cushner, K., Cherrie, C, & Yong, M. , 1986）26）と「外国人留学生とのコミュニ

ケーションハンドブック」（大橋、近藤、秦、堀江、横田, 1992）27）である。調査質問 2 で尋ねた

CA 作成後の考察、感想と授業内のグループ・ディスカッションを通じて得た学びについては、

学生の自由回答を KJ 法 28）により分析した。 

 

４．調査手続き 

調査対象となった各年度に実施した授業の後期に実施した定期レポート試験の課題の一つとし

て、受講生の専攻語文化圏に関する対人コミュニケーション上の問題を扱った独自の CA を、筆

者が課題連絡書に示した手順に従って作成するよう指示した。学生たちは、授業内で取り組んだ

CA の形式に熟知していたため、手順は理解できていた。その際、最も適切であると考えられる

解答に至った根拠について、授業で学習した ICC の基本概念や学生の専攻語文化圏の文化的概念

に基づき解説し、CA の中で提示された他の三つの選択肢が不適切だと考えられる理由について

も記述するよう求めた。そして、最後に CA 作成後の考察や感想を書くよう指示した。課題 2 で

は、授業中に実施した CA を題材にしたグループ・ディスカッションを通じてどのような学びが

あったかを執筆するよう求めた。 
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Ⅴ．調査結果 

１．調査質問１：大学のコースの授業外課題において、受講生はどのような CA を作成

したか。また、その中で学生たちが着目した異文化間コミュニケーションの基本

概念とはどのようなものであったか。  

設定の舞台に関して、日本の設定は 56 件、海外の設定は 32 件あった。表 3 は CA の設定

場面、着目された ICC の基本概念と作成時に活用した情報源のリストである。想定した設定場

面として「学校」が最多であったことは、作者が大学生であることから頷ける結果である。受講

生が着目した ICC の概念では「文化的価値観」が最多であったが、そもそも文化的価値観とは他

のすべての基本概念と深く関連するものである。また、CA 作成時に活用した情報源として、SNS

等のメディアが最多を占めたことは現代社会の様相を反映している。 

 

表 3．CA の設定場面、異文化間コミュニケーションの基本概念と作成時に活用した情報源 

設定場面 
異文化間コミュニケーションの 

基本概念 

CA作成時に活用した 

情報源 

（１）学校｛大学キャンパス、

大学食堂、授業、大学寮、語学

学校、大学サークル、大学のオ
リエンテーション、高校、その

他｝32 

（１）文化的価値観 37 （１）メディア｛本、インター

ネット、新聞、学術論文｝29 

（２）公共施設や公共機関｛スー

パーマーケット、レストラン等
の店、電車の中、中国語会話教

室、料理教室、映画館、コンサー

ト会場、カラオケ｝17 

（２）言語コミュニケーション 14 （２）インタビュー｛大学教

員、専攻語の文化圏出身の留
学生、専攻語圏に留学してい

た日本人｝13 

（３）職場 12 （３）非言語コミュニケーション11 （３）自身の実体験｛留学、
専攻語文化圏の人たちとの

交流｝5 

（４）旅行先や観光地 6 （４）行動習慣 10 （４）大学の授業{専攻語文

化圏出身教員による授業を
含む｝4 

（５）イベント｛誕生日会など

のパーティー、友人らとの食事

会、歓迎会、スポーツ大会｝8 

（５）文化的タブー 8 （５）その他{インターン

シップ生の講演｝1 

（６）留学先の国 5 （６）ジェンダー 3 

（７）ホームステイ先 2 （７）ステレオタイプ 2 

（８）その他（登場人物の妻の
実家、登場人物の自宅、シェア

ハウス等）5 

（８）その他｛教育制度、言語コミュ
ニケーションと非言語コミュニケー

ション｝各1 

＊各項目の数字は件数を示す。「CA作成時に活用した情報源」の回答は2018年度生のもの。  
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２．調査質問２：授業内で実施した CA を題材にしたグループ・ディスカッションおよ

び上記の授業外課題はアクティブ・ラーニングと異文化コミュニケーション能力

育成の観点から学生たちにどのような教育的効果をもたらしたか。 

ａ．CA 作成の課題に対する考察と感想 

CA 作成に関する考察や感想を尋ねたところ、対象となった 26 名の受講生から 67 件の回答

があり、分析の結果、以下の 5 つのカテゴリーと 14 の下位概念が得られた（図 5）。ここでは、

「専攻語文化圏に関する学びの機会」、「異文化間コミュニケーションの実践」、「感情的フィー

ドバック」に関する回答が多く見られた。 

「専攻語文化圏に関する学びの機会」については、「専攻語文化圏に対する理解の深まり」、

「作成した CA に関する詳細な分析」、「サブカルチャーの存在への気づき」、「当該文化と日本

文化との比較」に関連した回答が見られた。以下は専攻語文化圏に対する理解が深まったこと

を示した回答例である。 

  

（前略）今回自分で作成したことでデンマーク人の性格や文化、習慣をより詳しく知る良い

機会になった。日本人と外国人一般に起こりうる問題がある一方で、特定の国の人との間で

起こりうる文化的な問題の両方があることがわかり、外国人と関わりを持つ際に事前にその

国の文化、性格を知っておくことは問題を引き起こさないためには少なからず必要であると

思った。カルチュラル・アシミレータ―作成を通して、また授業全体を通して外国人との関

わりにおいては、言語の壁の他にも文化の壁もあることを学んだ。それはもどかしさもある

が面白いものであるとも感じた。（デンマーク語専攻S、2回生） 

 

普段の授業でも数多く扱って議論してきたカルチュラル・アシミレータ―だが、自分でそ

れを作成するとなると普段以上に扱う国々の文化や歴史的背景、題材とした個人の気持ちな

ど多くの事柄について深く考察する必要があったので、特に自分の専攻語が話されている国

についてこうして深く知る機会が得られて良かった。文章で「この国の人はこんな性格でこ

んな文化に生きこんな習慣を持っています」と言われてもいまいちピンとこないことが多い

ので、カルチュラル・アシミレータ―やクリティカ・インシデントのように具体的な文化的

衝突の事例を挙げて考える手法は異国間の相互理解について非常に有効だと再確認すること

ができた。（スペイン語専攻 K、2 回生） 

 

「異文化間コミュニケーションの実践」については、「留学の事前準備」、「異文化の人々とのコ

ミュニケーション」、「異文化体験の重要性」、「過去の実体験の振り返り」といった下位概念が浮か

び上がった。以下は今回の課題に取り組んだことで過去の実体験を振り返った学生の回答である。 
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   （前略）私はアメリカのカリフォルニア州に住んでいたことがあり、ヒスパニック系の友人

が多くいるので、経験などを思い出しながら解答の考察などをしました。やはり実際に体験

してみないとわからない文化や習慣がたくさんあるなと改めて思いました。チリには実際に

行ったことがありませんが、調べていくとたくさん興味深い文化や習慣を知ることができ、

専攻語であるスペイン語を話す地域としても一度ぜひ行ってみたいと思いました。（スペイン

語専攻N、2回生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5．CA 作成に関する考察と感想（N = 67 件） 

 

一方、「感情的フィードバック」については、CA 作成の難しさを指摘した回答が多数見られた。 

 

    自分でCAを作ってみて、どのように自分の専攻している国の文化を盛り込むか、そして、

それを上手く読み取ってもらえるにはどう話に入れるかが非常に悩ましい部分となり時間

がかかった。また、解く時に簡単に正解されては考える意味がないし、難しすぎて考えが

思い浮かばないようなものは良い問いにはならないので、どんな選択肢を作るかについて

も、とても悩んだ。自分でCAを解く時には、日本人の目線ならこう考えがちだと感じたり、

しかし、やはり相手の文化を考慮すると二択とも可能性があると思うときがあったりして

たくさん悩むし、最適な一択に決めることがとても難しい。一方で、今回初めて作ってみ

て、CAを作る側も考えなければならないことが多くて想像以上に難しいことがわかった。

（中略）CAをやる側の相手の視点に立とうとする姿勢と、CAを作る側の日本人の視点であ

らゆる可能性を考える姿勢がある。どちらの姿勢も、異文化を対立させずに、気持ちの良

い異文化交流をするためにはとても重要だと強く感じた。（ドイツ語専攻O、2回生） 
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その他、作成の楽しさ、面白さを述べた回答や今回の CA を作成するという課題は異文化理解

のための有効な手段であることを示した回答があった。 

「新たな視点の獲得」に関する回答例では、「文化的フィルターへの気づき」、「自己の振り返り」、

「視点のシフトの重要性」といった下位概念が浮かび上がった。以下は「文化的フィルターへの

気づき」を示す回答例である。 

 

   今回のカルチュラル・アシミレータ―を作成するにあたって、自分の専攻語のネイティ

ブのトルコ人の先生にインタビューをしたのですが、そこで日本に来てから文化や価値観

の違いについて驚いたことを尋ねると、日本の建物の内装がシンプルなことに多くのトル

コ人が衝撃を受けると聞いて、私のほうが驚いてしまいました。普段何気なくすごしてい

る中で、日本の部屋はシンプルすぎると感じたことは一度もなかったからです。やはり日

本という文化の中で私が生まれ育ってきた以上、日本という文化のフィルターを通して、

私は世界を眺めているのだと感じました。トルコ人にとってはシンプル過ぎる部屋で過ご

すことに、日本人は全く違和感を抱きません。それは日本人にとっては自分たちが過ごし

ている部屋こそがふつうで基準となっているからです。逆に日本人がトルコに行けば、部

屋のものや装飾の多さに驚くかもしれません。自分の所属する文化のフィルターを通して

世界を見てしまうか否かで、物事の受け止め方も違ってくると思いました。（後略）（トル

コ語専攻A、2回生） 

 

最後に、「情報収集」については、できる限り信憑性を得るために、専攻語の複数のネイティブ

講師にインタビューを実施し、自分の実体験のみを情報源にしないように気をつけたことを述べ

た回答があった。以上のように、今回の課題が受講生たちに専攻語文化圏に関する様々な学びの

機会をもたらしたことが明らかになった。 

 

ｂ．授業内のグループ・ディスカッションを通じて得た学び 

授業内活動の一環として実施したグループ・ディスカッションを通じて得た学びについて尋ね

たところ、80 件の回答があり、分析の結果、以下の６つのカテゴリーと 15 の下位概念を得た（図

6）。ここでは、「異文化理解への思い」、「多様性に対する気づき」、「自己の振り返り」、「コミュニ

ケーション」、「授業で取り組んだ CA について」、「将来での活用」に関する回答があったが、そ

の中でも「異文化理解への思い」、「多様性に対する気づき」、「自己の振り返り」に関する回答が

顕著に見られた。 

まず、「異文化理解への思い」については「異文化理解に必要な態度」、「文化に関するより深い

洞察」、「異文化理解の難しさ」といった下位概念が浮かび上がり、「異文化理解に必要な態度」に



95 
 

 
 

カルチュラル・アシミレーターによるアクティブ・ラーニングの実践と教育的効果 

関する回答がその多くを占めた。以下は、異文化接触の際に個人の固定概念を取り除き、視点を

シフトさせることの重要性を指摘した回答例である。 

 

    CAやCI29）のディスカッションを通して、他者との意見交換の重要性を強く感じた。 

   最初に課題として出されたCAを自分で読み、可能な限りそのケースの文化や背景を調べ、

一応の自分なりの結論を出す。ここまでは一人でできるが、こうして出した結論には自身

の偏見や思い込みがたぶんに含まれている。なぜなら、CAを一読した時点で「おそらくこ

れに関係した事象だろう」「この国の文化に関係しているはずだ」と目星をつけてから調べ

始めるからだ。目星をつけることは必要だと思う。ある程度の予想がなければ何から調べ

ていいかもわからない。だが、無意識に自分の想定をサポートするような情報ばかり選択

してしまい、メディアリテラシーを低めてしまっているのではないかと気づいた。だが、

ディスカッションをすることで一気に視野が広がる。この、他の人の意見を聞いて取り入

れる、他者の考えや視点を否定せずに受け入れるというのは、相互理解やひいては異文化

理解の考え方に通じるところがある。自分の価値観だけで物事を一方から見るのではなく、

多面的にとらえることの大切さを学んだ。（ハンガリー語専攻I、2回生） 

 

また、「『多様性を認める』、『異文化を理解する』というのは容易いが、ただ、そう思っていた

り、その国の文化習慣や言語を学んだりしただけでは実現できない『訓練』が必要である」（日本

語専攻 K、3 回生）との回答にも見られるように、ICT の必要性に気づいた学生もいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・異文化理解に必要な態度（19） 
☆視点のシフトと固定概念の排除
（12） 
☆他者理解と異文化理解（6） 
☆訓練（1） 

・文化に関するより深い洞察（6） 
・異文化理解の難しさ（3） 

異文化理解への思い（28）  

 
・個人の考え方の多様性（13） 
・文化的多様性（5） 

多様性に対する気づき（18） 

 

 
・自己反省（6） 
・肯定的自己評価（6） 

自己の振り返り（12）

 

 
・ディスカッションに必要な態度（6） 
・情報交換の場（3） 
・非言語の重要性（1） 

コミュニケーション（10）

 

 
・印象に残ったトピック（6） 
・CA に対する興味（2） 

授業で取り組んだ CA について（8） 

将来での 
活用（4） 

図 6．グループ・ディスカッションによる学び（N = 80 件） 

＊☆を付記して記載された内容は、「異文化理解に必要な態度」の下位概念を示す。 
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次に、「多様性に対する気づき」については、「文化的多様性」への気づきはもとより、ディス

カッション活動によって「個人の考え方の多様性」への気づきを示した学生が多く存在した。 

 

   一人で課題を解いて自信をもって出した答えが、グループの他のメンバーや他のグループ

とは違うということがしばしば起こりました。この答えしか考えられないと思ったときでも、

意外な考え方やものの見方をしている人がいました。このことは、日常生活において異なる

文化同士がぶつかったときにも同じことが言えるのではないのかなと思いました。というの

も、CAやCIには最も適切であると考えられる回答は存在しますが、常に絶対正しいといえる

回答はないからです。（中略）常に個人差があることを忘れてはいけないと思います。相手の

文化的背景、宗教、歴史、マナー、タブーなどを知って理解することはとても重要です。し

かし同時に、対面している相手を一個人として尊重して接することもまた重要なのではない

かと感じました。（スペイン語専攻S、2回生） 

 

「自己の振り返り」については、「専攻語や自文化に対する知識不足」、「日本人という型にはまっ

た思考をしている自分への気づき」、「自分の注意力と柔軟性の欠如」、「過去の学習に対する自分

の態度への反省」といった過去の自分の態度や考え方を反省する回答や、ディスカッションをす

ることで、「他人との意見の違いに対して肯定的に考えられるようになった」、「自分の態度や性質

を客観的に見直せるようになった」といった肯定的自己評価に関する回答を得た。 

「コミュニケーション」については、「ディスカッションに必要な態度」、「情報交換の場」、「非

言語の重要性」という下位概念が浮かび上がった。ここでは、「ひとりひとりの発言にしっかりと

耳を傾け、その要点を考える」、「議論だけに集中せず、議論すべきことにも気を配るべき」。「最

適な答えを導くためには広い視野を持ち、対立する意見に真摯に向き合うこと」といったディス

カッションをする際に必要な態度について言及した回答や、「ディスカッションをして、他言語専

攻の人の様々な体験を聞いたときには、多くの人が自分の専攻分野に関して自ら興味を持ったこ

とに挑戦していることを知った。私も負けていられないと思った」（ドイツ語専攻 O、2 回生）の

ようにクラスメートとの情報交換が自分自身を鼓舞するきっかけとなったことを示した回答が

あった。 

その他、「就職活動におけるグループ・ディスカッションや就職後の会議で役立つ」、「ディスカッ

ションでの経験が将来異文化の人々と関わる際に役立つ」というように自分たちの将来を見据え

ての回答があった。以上のように、このコースでの実践が受講生に様々な学びをもたらしたこと

が明らかになった。 
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Ⅵ．考察 

ここでは、今回の調査で学生が得た学びと教育的効果を理論的観点から検討する。 

ジョナセン（Jonassen, 1991）30）は、教師から学生への一方的な知識の伝達は、権威者である教

師から学習者に行われるが、そこには学習者が自ら考えを生み出すような創造性はないことを指

摘し、このような教師主導の実証主義的教育法を批判している。山下 31）は、目的意識を持った

学習活動や探求を教師や他の学習者と行うことの重要性を説いたデューイ（Dewey, 1938）32）に

言及しながら、学生たちが真の学びを得られるのは、学習者主導の学びを通じて活動的参加を促

し、彼らの知覚を通して現実を構成、意味づけさせるといった構成主義的教育法であると述べて

いる。アクティブ・ラーニングはまさに構成主義に基づく方法論であり、本稿で紹介した ICT の

中の CA もその一例である。ジョーンズら（Jones & Brader-Araje, 2002）33）によると、アメリカの

教育現場で実証主義から構築主義への移行が始まったのは 1960 年代始めとのことだが、これは

ICT が同時期に知識伝達型トレーニングからの移行をとげた時期と一致する。 

前述のように、ICT は参加者の認知的、情動的、行動的側面のいずれか、または、複数に影響

を及ぼすが、今回授業で使用した CA は帰属理論に基づくものであり、主に認知面を重視した手

法とされている。受講生の回答を分析した結果、「文章で『この国の人はこんな性格でこんな文化

に生きこんな習慣を持っています』と言われてもいまいちピンとこないことが多いので、カルチュ

ラル・アシミレータ―やクリティカ・インシデントのように具体的な文化的衝突の事例を挙げて

考える手法は異国間の相互理解について非常に有効だと再確認することができた」（スペイン語専

攻, K, 2 回生）のようにこの手法の有効性を指摘した回答を得ることができた。さらに、分析の結

果得た 11 のカテゴリーと 29 の下位概念（CA 作成の課題とグループ・ディスカッションに関す

る KJ 法による分析）には、自分自身や、CA 作成の際に想定した異文化の登場人物、そして、共

にグループ・ディスカッションに取り組んだクラスメートに対する様々な気づきと感情（驚き、

関心、興味）をもたらしたことが表されており、今回の CA を使った授業実践は認知的側面に限

らず、情動面においても教育的効果をもたらしたことが明らかになった。 

図 7 は四半世紀以上前に米国でチッカリングとガムソン（Chickering and Gamson, 1987）34）が提

唱した「優れた授業実践のための 7 つの原理」の内容を山地 35）が図式化したものである。今回

の授業実践におけるグループ・ディスカッション活動をこれに適用して以下で考察する。 

まず、①「教員と学生のコンタクト」に関しては、実践した授業では講師（筆者）がグループ・

ディスカッションのディブリーフィングの際、学生に意見や感想を問いかけるなど学習状況をモ

ニターしながら必要なサポートを行った。②「学生間の協働」に関しては、ディスカッションで

学生たちは協力し、ときには白熱した議論をしながら課題に取り組んだことが挙げられる。また、

毎回、授業活動を振り返るための、振り返りシートの課題が出された。③「能動的な学習」に関

しては、ディスカッションの準備として、課題について考え、自ら調査をし、グループ・ディス
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カッションおよび全体ディスカッションで発表をする機会を与えた。④「迅速なフィードバック」

に関しては、ディスカッションとその後の発表の後で、教員はディブリーフィングを実施した。

また、学生が執筆した振り返りシートの幾つかを翌週の授業で共有し、必要に応じてコメントを

した。⑤「学習時間の確保」に関しては、毎回の予習課題を明示し、自宅でじっくり取り組ませ

ることで十分な学習時間を確保した。⑥「学生への期待」に関しては、最終課題として、独自の

CA を作成するという学生たちにとってはややチャレンジングな課題を課すことで、彼らの意欲

をかきたてた。⑦「多様な才能と学習方法の尊重」に関しては、授業実践では知識習得型授業と

体験学習による主体的学習型授業のバランスを考慮し、話す、書く、調べるなど多様な評価対象

を含めた。 

 

 

図 7．優れた授業実践のための７つの原理と工夫 

出典：「アクティブ・ラーニングとは何か」（山地, 2014, p.4） 

 

昨今、ディープ・アクティブ・ラーニング（Deep Active Learning, 以下 DAL）という表現で、

「学習への深いアプローチ（deep approach to learning）」が注目されているが、これは、AL が外的

活動における能動性のみに焦点が当てられることへの警鐘とも言える。DAL で重要なのは、「深

い学習」、「深い理解」、「深い関与」という３つの系譜である 36）。デューイ（Dewey, 1938）32）

は、人間の自発的な成長を促すための環境を整えることが教育の役割であるとし、学習者の「能

動的な活動」と「経験」の重要性を主張した。彼の言葉である「Learning by Doing」（為すことに

よって学ぶ）は、ただ盲目的に経験を重視するのではなく、経験の後にその行為を反省的に思考

することがあって初めて、「学べている」ことを意味している。デューイが提唱する「問題解決の

ための５つの思考方法（①問題の定義、②問題の分析、③問題解決策の提案、④有効な解決策の
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選択、⑤有効な解決策の実行）」37）は異文化間の問題解決にも応用可能なものであり、授業にお

ける CA 活用の際に共有できる考え方である。今回の授業では、グループ・ディスカッションを

通して与えられた課題解決のために取り組むという協働学習からはじまり、個人で CA を作成す

るという PBL（Project Based Learning）へと発展させた。今回の実践をより学生同士のインターア

クションを重視した学習形態へと発展させるために、個々人が作成した CA を使って学生がグ

ループメンバーと共にスチューデント・ティーチャーとなり、他のクラスメートのディスカッショ

ンをファシリテーションし、最後にディブリーフィングを行うという教員の一連の役割を体験さ

せるような授業を実践することもできる。ICT の方法論における認知面や情動面を重視した学習

だけでなく、上記のような行動と情動的側面に着目した多様な体験学習へと充実させることで、

より主体的かつ深い学びへとつなげることができよう。 
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